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1993 年の第 1 回から 10 年後の第 3 回までの前半期には、アフリカ経済の低迷を受けて、ア
ジアの経験の強調、貧困削減の重視などが掲げられた。また、日本の援助理念の到達点であ
る人間の安全保障の観点からアフリカが抱える深刻な課題が取り上げられ、それを果たせな


















濃く反映しており、日本政府関係者が TICAD VI に置いた外交上の意義もこの 2 点にあったと思
われる3。他方で、TICAD VI の本旨であるアフリカ開発の現状と課題についての議論を伝える報
道は限られていた。ここで指摘しておくべきは、日本の自国利益追求の場という TICAD のあり方


















かであった［World Bank 2005, 274］。だが、その当時から分かっていたことは、植民地分割の落と
                                                        
1 日本経済新聞 2016 年 8 月 27 日朝刊社説の「アフリカの成長を支え取り込もう」との主張にこうした関心が集約
されている。そして、新聞報道の多くは、TICAD VI の本会議に並行して開かれた「ジャパン・フェア」等での
日本企業の広報活動や日本企業とアフリカ諸国との覚書の締結にさかれていた（各紙 2016 年 8 月 28 日朝刊参
照）。 
2 各紙 8 月 27, 28 日朝刊参照。他の新聞に比べて対中関係で対抗や警戒の必要性を強調することが比較的少なく、
アフリカの開発・貧困問題に焦点を当てた記事を多く掲げてきた朝日新聞でさえ、「中国に対抗」の見出しを掲
げ TICAD VI を中国への対抗を進める場と捉えて報道した[朝日新聞 2016 年 8 月 28 日朝刊]。 
3 2016 年 7 月から 9 月にかけての外務省・国際協力機構関係者へのインタビューによる。また、日本経済新聞は、
TICAD VI を「ビジネス TICAD」として位置付けるという外務省幹部の発言を紹介している[日本経済新聞 2016
年 8 月 6 日朝刊]。 
4 本節の記述について、詳しくは高橋[2014]を参照のこと。 
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回復の処方箋としての構造調整の限界は、もはや明らかだった。正にこうしたときに、1993 年、
日本が TICAD 主催を開始したのである。 
 
 
TICAD前半期（第 1回から第 3回まで）―援助大国日本とアフリカにおける貧困削減 
 














3 回の TICAD は、かなり純粋にアフリカの開発課題と支援方針を語る場であったように思われる。 
1993 年の TICAD I で議決された「アフリカ開発に関する東京宣言」には、アフリカの自助努力、
貧困の解消、教育・保健の重視、インフラの整備、アフリカの域内協力・統合の推進に加えて、
民間セクターの活動の促進など、その後の TICAD で繰り返し確認されることになる事柄の多くが












わたる困難で複雑なものとなると指摘している［外務省 1993a］。その指摘は、独立後約 30 年を
TICAD の変遷と世界 



























TICAD II では、アジア・アフリカ間の協力は唱えられたが、TICAD I で強調されたアジアの経
験の主張はトーンダウンした。それは、前年に発生したアジア金融危機やバブル崩壊後長期化し
つつあった日本のデフレのため、日本・東アジアの成功に陰りが見えたことの帰結であろう。 











































2008 年に横浜で開かれた第 4 回（TICAD IV）から TICAD のあり方は大きな転換を遂げた。そ
の転換の背景にはアフリカ諸国が、TICAD III 開催の 2003 年前後から高度成長を開始したことが
ある。中国をはじめとする新興国経済の目覚ましい成長による石油等の鉱物資源やその他の一次
                                                        
6 人間の安全保障の理念の、国際開発協力に関連した詳細な内容と意義については、国際協力機構編著［2007］参
照。 









































                                                        
8 2003 年から 2008 年の間にサハラ以南のアフリカの対中国向け輸出は、約 6.7 倍へと急増している（UN Comtrade 
2016 による）。 
9 2003年から2008年の間にサハラ以南のアフリカの中国からの輸入は約5倍へと増加している（UN Comtrade 2016
による）。 
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を強化するための真の意図として指摘されてきたことである［Sato 2010, 17; 20-21］。安保理改革
への言及は、それが前面に押し出されてきたものだと解釈できる。 























調したものと解釈できるだろう。また、次回（第 6 回）の TICAD はアフリカで 3 年後に開かれる
こととされたが、これも FOCAC がアフリカと中国での開催を 3 年ごとに交互に行っていること
を意識したものであろう。そして「横浜宣言 2013」は再び国連安保理の改革の必要性に触れた。 
「横浜宣言 2013」では、5 年前の TICAD IV の「横浜宣言」で指摘された一次産品の依存への
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現に、経済成長のかたわらでアフリカが対処できないできた問題は TICAD VI に至る 3 年の間
にあらわになっていった。会議終了 3 か月後の 2013 年 9 月に起きたナイロビでの 67 人の生命を





IMF によれば、2015 年のサハラ以南のアフリカの GDP の成長率は前年の 5.1％から 3.4％に低下




















                                                        
10 2063 年は、AU の前身であるアフリカ統一機構の創立 100 周年にあたり、「アジェンダ 2063」はこの年に向け
てアフリカの開発の将来像を示したものである。 
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それでは、TICAD V、TICAD VI で焦点のあたった民間ビジネスの次元における中国との関係は
どのように考えるべきだろうか。まず認識されなければならないのは、中国と日本の貿易額の規
模の違いである。例えば 2015 年の日本からサハラ以南のアフリカへの輸出は 85 億米ドルに過ぎ









よう （UN Comtrade）。中国製品は、単に 21 世紀の高度成長の下で起こったアフリカの消費ブー
ムによく応えているというだけではなく、底辺層の需要をも捉え、アフリカの各都市のスラムの




                                                        
11 Japan Times 紙 など 2016 年 8 月 28 日の各紙の報道参照。 
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12 2016 年 7 月から 9 月にかけて筆者が行った複数の総合商社関係者へのインタビューによる。 
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TICAD VI で日本政府は官民合わせて 300 億米ドル（約 3 兆円）のアフリカ支援を表明した。規
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